
 

 

 

 

令和 7年度事業実績 
 

総務関係事項  

 

R7.4.25  第 1 回理事会を開催し、定時会員総会に付議する案件等を審議した。 

R7.5.13  監事による監査を実施した。 

R7.6.6   第 2 回理事会を開催し、定時会員総会に付議する案件の総括審議等を行った。 

R7.6.6  定時会員総会を開催し、令和 6 年度事業報告及び決算、令和 7 年度事業計画及

び予算、令和 7 年度の会費・賛助費の額及び徴収方法等について審議した。 

R7.10.10 第 3 回理事会を開催し、当協会定款第 24 条第 3 項に基づく、会長及び常務理

事による自己の職務の執行の状況について、理事会へ報告を行った。 

R8.3.6  第 4 回理事会を開催し、令和 8 年度事業計画及び予算案等を審議した。 

 

業務関係事項 

１ 農林水産省補助事業 

（１）施設園芸等燃料価格高騰対策（平成 24 年度補正予算国庫補助事業、継続） 

省エネルギー等推進に関する計画を策定し、当該計画で 10ａ当たり燃料使用量

又は生産物 1 トン当たりの燃料使用量の 15％以上の削減等に取り組む産地に対し

て、以下の支援を実施した。 

① 施設園芸セーフティネット構築事業 

② 茶セーフティネット構築事業 

③ 推進事業 

 

    令和７事業年度の施設園芸セーフティネット構築事業の申請については、令和 7

年 7 月 31 日に締め切り、事業参加者は約 22,300 者（前年度約 22,500 者）で 180 者

減、申請額は 133 億円（前年度 126 億円）と前年度から 7 億円増加。 

また、令和 6 事業年度から導入した省エネ加速化特例については、10 協議会 66

者で（前年度：9 協議会 56 者）10 者増加した。 

  

  〇燃料別申請状況（購入予定数量） 

種別 購入予定数量 Ａ重油換算数量（ＫＬ） シェア 

Ａ重油  446,674 KL 446,674 87.0% 

灯油 27,225 KL  25,565 5.0% 

ＬＰガス 21,704,434 ㎏  28,194 5.5% 

ＬＮＧ 8,457,164 ㎥  13,193  2.5% 

合 計   513,626 100.0% 

  

（２）スマートグリーンハウスへの展開推進（令和 2年度予算国庫補助事業、継続） 

 ＜スマート農業技術活用促進総合対策のうちデータ駆動型農業の実践・展開支援事

業のうちスマートグリーン展開推進＞ 

   データを活用した農業の実践により、収量向上や省力化、化石燃料の使用量削



 

減等に取り組む施設園芸「スマートグリーンハウス」への転換や導入を促進する

ため、転換等の手法や成果を横断的に取りまとめ、全国に普及させる取り組みを

令和２年より継続して実施した。 

 

   ① 転換等に取り組んだ産地等の取組に関する横断的な情報収集 

    ・ 施設園芸新技術セミナー・機器資材展での過年度事業報告書配布。 

    ・ 概ね 1ha 以上の施設園芸や人工光型・太陽光型の植物工場に係る事業者

数、施設および生産の概要、収益などの設置状況や経営状況に係る分析を

委託し、大規模施設園芸・植物工場 全国実態調査・事例調査を実施。 

   ② 先進的な取組を行う生産者のネットワークの形成、栽培・経営指導 

    ・ 先進事例調査（全国約 12か所）を実施。 

    ・ スマートグリーンハウス・シンポジウム開催。(令和 8年 1月 20日） 

       ※参加者約 130名。 

   ③ 転換等に向けた指導者育成のための研修、人材育成カリキュラムの作成等 

    ・ データ駆動型農業への転換に向けた指導能力を有する指導者の育成等を

目的として、全国 6 か所の研修拠点（大学、試験研究機関等）に研修を委

託、32回、受講者 902名が受講。 

    ・ 共通カリキュラムの実装のための教材選定調査。 

   ④ 転換等の技術導入コスト及びランニングコスト低減に向けた検討・普及 

    ・ ハウスリノベーション事例調査（2 か所）、キュウリ養液土耕設栽培経営

調査（1か所）を実施。 

    ・「施設園芸における省エネルギー設備の導入」について進捗状況を把握す

るため、関係企業 31 社に対し省エネ設備等（ヒートポンプ、木質系燃料焚

暖房機、循環扇、カーテン巻取装置）の導入実績（令和 6年度）の調査を実

施しその結果を農林水産省に提出。 

 

（３）農畜産業プラスチック対策強化事業（令和6年度予算国庫補助事業、継続） 

   農畜産業由来の廃プラの排出抑制・資源循環利用の推進に向け、調査分析委員

会を令和7年7月15日及び令和8年3月16日に開催した。新潟県（1月）及び沖縄県

（2月）において現地調査を実施し、県段階や市町村段階の担当者、および運搬・

処理業者等を訪問して農業用廃プラ処理の処理状況、現在の課題及び将来の方向

について情報交換を行った。また、電子マニフェストの普及に関し日本産業廃棄

物処理振興センターを訪問し情報交換を（令和7年11月4日）を行うとともに、静

岡県内JAの先進的な取組について令和7年11月11日にウェブで意見交換を行った。

さらに、民間企業等が取り組む新たなリサイクルへの先進的な取組事例調査とし

て、令和7年8月から令和8年2月にかけてマテリアルリサイクル３社及びケミカル

リサイクル１社の取組に関し現地調査を行い、進捗状況を確認するとともに、実

用化・事業展開への課題について情報交換を行った。 

 

（４）「農林水産データ管理・活用基盤強化」事業（令和3年度予算国庫補助事業、継

続）（みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業費補助金等のうちスマ

ート農業の総合推進対策のうち農林水産データ管理・活用基盤強化事業のうちオ



 

ープンＡＰＩ等の整備による農業データ連携・共有のための環境整備及び機器間

連携実証事業） 

令和7年度の同事業に係るコンソーシアムの活動内容や運営に関する助言・指導

等を行う農機API利活用コンソーシアム事業検討委員会委員として、当協会から藤

村常務理事が対応。第1回同委員会（令和7年7月30日）、第2回同委員会（令和7年

12月5日）、第3回同委員会（令和8年3月3日）に出席した。 

また、施設園芸分野のデータ利用環境の整備を目的とし、これまでに作物デー

タの標準計測手法やデータ項目を策定し、作付データ形式の仕様案を策定してきた

「施設園芸データ連携コンソーシアム事業検討委員会」委員として、当協会から藤

村常務理事が対応。第 1回同委員会（令和７年 10月 10日）、第２回同委員会（令

和８年１月 23日）に出席した。 

 

（５）ロボット導入経営体の経営モデル策定（新規・令和 7年度委託事業） 

研究課題として、農林水産省が推進するスマート農業技術の開発・供給に関する

事業のうち重点課題対応型研究開発（農研機構対応型）のうち、大課題 1（農作業自

動化に向けた農作業ロボットの基幹的技術の開発）、中課題 5 ロボット導入経営体

の経営モデル策定）において、農研機構からの委託を受けて、施設面積 1ha以上のト

マト作経営を対象に、雇用労働力の調達状況と現状の課題、収穫繁忙期の対応状況、

及びロボットによる作業ニーズ、収穫ロボットへの投資判断等に係る国内調査及び

海外調査について、農研機構と連携して実施（15 カ所：国内の先進的な農業経営体、

研究機関、ロボット関係企業、韓国（農村振興庁国立農業科学院農工学部、金堤ス

マートファーム革新バレー））。 

 

２ 施設園芸・植物工場展２０２６（GPEC）の開催 

  施設園芸・植物工場の機器や資材、新技術等に関する専門展示会として２年に１

回開催している「施設園芸・植物工場展」（GPEC）について、令和 8年 7月 15日～

17日の東京ビックサイトでの開催に向けて、以下の理事・監事企業及び外部有識

者、その他学識経験者等により、以下の会議を開催した。 

・ 実行委員会委員長 高山 弘太郎 氏（豊橋技術科学大学大学院工学研究

科機械工学系 教授及び、愛媛大学大学院農学研究科食料生産学専攻 教授） 

   ・ GPEC2026企画広報部会の開催（令和 7年 8月 22日（金）13：30～15：30、

ビジョンセンター東京日本橋） 

   ・ GPEC2026第 1回実行委員会の開催（令和 7年 9月 8日（月）15：00～17：

00、アットビジネスセンター東京駅八重洲通り） 

 

３ 施設園芸技術セミナー 

（１）施設園芸新技術セミナー･機器資材展の開催（地域セミナー） 

施設園芸農家、現地指導者を対象にして、施設園芸に関する新技術や機器資材、

先進的経営等に関するセミナー・展示会について、アイプラザ豊橋（愛知県豊橋市）

において令和 7 年 9 月 4 日～5 日に開催した。 

台風の直撃を受け、参加者は延べ 549 人にとどまった。 

 

（２）施設園芸総合セミナー･機器資材展の見直し 

     全国の行政・普及・研究関係者、生産者・生産者団体、事業者等を対象に、毎年

1 月～2 月に施設園芸に関する最新技術の研究成果、先進的な経営等に関するセミ

ナー・展示会を開催してきたが、質の高い情報をより多くの施設園芸関係者をは



 

じめ、施設園芸への新規就農・新規参入を考えている多くの方に提供していくた

め、ライブ配信及びオンデマンド配信によるセミナー・展示会について、GPEC が

開催された年以外での開催（7 月の GPEC 開催日程とほぼ同時期の方向）を検討中。  

 

４ 施設園芸技術講座 

（１）施設園芸技術初級講座 

施設園芸全般にわたる技術の基礎の取得を目的として、会員企業の社員等を対象

に令和 7 年 5 月 28 日～30 日に対面で実施し、33 名が受講した。また、オンデマン

ド配信による同内容の初級講座を開催した（26 名が受講、配信期間：令和 7 年 10

月 20 日～11 月 12 日） 

     

（２）施設園芸技術中級講座（施設園芸技術指導士補の資格試験と資格授与） 

より高度な施設園芸技術者を養成することを目的として、会員企業の社員等を

対象に令和 7 年 8 月 27 日～29 日に対面で実施し、16 名が受講した。また、中級

講座開催時には施設園芸技術指導士補資格試験を実施した（合格者には同資格を

付与）。 

  

（３）施設園芸技術指導士の資格試験と資格授与 

施設園芸に精通し、技術的な助言・指導等を行うことができる技術者を施設園

芸技術指導士として認定する資格試験を令和 7 年 10 月 23 日に実施した（合格者

には同資格を付与）。 

 

５ 海外施設園芸現地研修 

  令和 7 年 11 月 9 日(日)～16 日(日)の日程でスペイン研修を開催（18 名参加）。世界

有数の施設園芸産地となったアルメリア地方を訪問し、その発展の歴史や技術の特

徴を学ぶほか、スペイン型ハウスや点滴潅水技術、人工培土、最新の環境制御等を

視察研修した。   

また、技術指導員による農家のサポートや 選果場運営、GAP 認証など生産から

販売まで、効率的で分業化されたシステムを構築している様子を視察した。 

 

６ 国内園芸施設・産地現地研修 

国内で先進的に経営している施設園芸経営体の経営手法、生産方式、新技術や集

出荷施設等に関する現地視察研修を令和 8 年 2 月 26 日（木）に茨城県つくば市・常

総市で実施した。つくば市の農研機構では、施設園芸に係る最先端の研究紹介や植

物工場の見学を行った。次いで、常総市の官民連携によるまちづくりエリア「アグ

リサイエンスバレー常総」を訪問。2025 年 11 月に操業を開始したアグリスト株式会

社常総農場にて、自動収穫ロボットによるデータ連携農業の大規模実証施設を見学

したほか、日本最大級の空中いちご園であるグランベリー大地の視察を行った。

（参加者 50 名）。 

 

 

７ プラスチック資源循環促進事業 

  令和 7 年 6 月 10 日にプラスチック資源循環促進第１回ＷＧ会議、令和 7 年 7 月 15

日に第 1 回委員会、令和 8 年 3 月 16 日に第 2 回委員会を開催し、本年度の農業用廃

プラスチック資源循環促進に関する活動内容について確認した。 

令和 7年 5月 14日には福島県研修会（ウェブ）、令和 7年 6月 19日には静岡県協



 

議会総会に参加し、令和 8年 2月 4日には近畿農政局で開催された近畿ブロック会議

に参加するとともに、島根県、京都府、滋賀県を現地調査し、府県協議会担当者、JA

担当者、運搬・処理業者と意見交換を行った。 

上述の農畜産業プラスチック対策強化事業による出張と合わせると、県レベルで

６県、市町村レベルで７地区、県リサイクルセンター3 県、運搬・処理業者 10 社、

農家１軒を訪問して担当者と直接意見交換を行った。 

また、例年と同様に、産業廃棄物適正処理推進センター基金への出えんを行うと

ともにマニフェストの受注発送（7,700部）を引き続き実施した。 

 

８ 施設園芸の将来像に係る懇談会の開催 

日本における施設園芸の“将来像”を描くことによって、課題と対応方向や連携体

制等を明確にすることが待ったなしとなっている中、施設園芸や植物工場に造詣の

深い学識経験者の皆様による懇談会を開催し、施設園芸の将来像について、検討の

たたき台を作り、今後、農業者、会員企業を中心に関係企業、行政・研究、農業団

体、協力団体等との意見交換を通じて、政策提言として取りまとめていく所存。 

令和 7 年 5 月 20 日に第 1 回、令和 7 年 7 月 30 日に第 2 回、令和 7 年 9 月 10 日に

第 3 回を開催し、中間とりまとめ素案について議論するとともに、先進農業者等へ

の意見聴取に係る対応について活発に議論された。 

また、取りまとめに向けて、次世代施設園芸事業やスマートグリーンハウス展開

などの事業成果、日本のハウスの多くを占めるパイプハウスや次世代のハウスとし

て期待されるゼロエミッション型ハウス（1ha 以上）をもとに、規模拡大や団地化を

通じて、現在の経営規模に係わらず連携・協力を前提に進めること。また、その支

援体制も、より高度化していく技術・経営をフォローしながら、世界との競争や脱

炭素化、さらには来るべきロボティクス化に対応することなどが議論されている。 

こうした中、政府の経済成長戦略に含まれる「フードテック」分野において、人

工光型植物工場が気象リスクに左右されない安定供給体制の構築ということで、注

目を集めていること。また、昨年末から地政学的なリスクが世界的に広がる中、中

東情勢の影響も加わって、施設園芸を取り巻く状況の変化がさらに大きくなってい

ることなどから、世界の園芸が環境制御型農業（CEA：Controlled Environment 

Agriculture）の考え方を織り込んだ将来像の検討に向け準備を進めている。 

 

９ コンサルタント活動 

 園芸用施設設計施工標準仕様書（園芸用施設安全構造基準）の概要やパイプハウ

ス安全構造指針等について、都度問い合わせ対応等を行った。 

なお、構造診断指導委員会による園芸施設の構造診断指導は、今年度は相談のみ

で、要請は無かった。 

 

10 情報提供事業 

（１）研修会･セミナー等の開催 

・ 報道向けに、当協会の成果報告会を令和 7 年 7 月 28 日(月)に開催。（業界紙 8 社

参加） 

     ・ 施設園芸が直面する課題に対応するため、農林水産省との意見交換会を実施する

（本省・ 令和 7 年 10 月 10 日）。 

・ カーボンニュートラルの時代に即した新たな施設園芸の方向を勉強する会員向け

のセミナーを以下テーマと講師をお迎えし実施した。 

 



 

第 1 回 令和 7 年 9 月 26 日(金)13:30～16:30 会場:ビジョンセンター東京日本橋  

<テーマ>「再生可能エネルギーの開発・利用について国立研究開発法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の取組・支援」 

<講師>・NEDO イノベーション戦略センターサステナブルエネルギーユニッ

トユニット長 原 重樹 氏 

・NEDO イノベーション戦略センターアグリ・フードテックユニット 

ユニット長   宇木 俊晴 氏 

・（一財）電力中央研究所グリッドイノベーション研究本部  

上席研究員      大嶺 英太郎  氏 

    ※20名参加(WEB 参加 2 名) 

 

第 2 回 令和 7 年 10 月 8 日(水)14:00～16:30 会場:ビジョンセンター東京日本橋  

<テーマ>「地域社会と連携した施設園芸のあり方（佐賀市の取組）」 

<講師> ・佐賀市環境部副部長循環型社会推進課課長 江島 英文  氏 

※17 名参加(WEB 参加 2 名) 

  

・園芸関係令和 8 年度予算案等説明会の開催 

令和 8 年 1 月 30 日に赤坂スターゲートプラザ会議室において、園芸関係令和

7 年度補正予算及び令和 8 年度予算案に係る説明会を開催し、農林水産省関係

課・室の担当官 12 名により多数の関係事業等について説明いただいた。 

    ※62 名参加（WEB 参加 27 名） 

 

（２）機関誌｢施設と園芸｣の刊行 

        令和 7 年度は第 209 号～第 212 号を刊行した。212 号より読者 web アンケートを

開始した。また、外部専門委員による編集企画委員会を以下のとおり開催した。5

名の有識者に委員の委嘱を行い、委員会では特集テーマや編集方針についてご助

言やご意見をいただいた。 

 

＜令和 7 年度『施設と園芸』編集企画委員会＞ 

実施日時:令和 7 年 10 月 6 日(月)15:00～17:00 会場:日本施設園芸協会会議室 

＜編集企画委員＞ 

安  東赫 氏（農研機構・野菜花き研究部門施設野菜花き生育制御グループ長） 

石井 雅久 氏（農研機構・農村工学研究部門地域資源利用・管理グループ長） 

岩﨑 泰永 氏（明治大学農学部アグリサイエンス研究室 教授） 

後藤 英司 氏 (千葉大学 大学院園芸学研究院 教授） 

中野 明正 氏 (千葉大学 大学院園芸学研究院 教授） 

 

（３）施設園芸ニュースレターの発行 

会員等に最近の施設園芸にかかるニュースを適時に伝えるため、「施設園芸ニ

ュースレター」を、既に、第 129 号から第 131 号まで発行。 

 

（４）情報発信力の向上と広報活動の効率化 

   Ｘ(Twitter)等の SNS を活用し、定期的に協会のイベント情報を発信した。また、

一斉メール配信システムの活用により、会員への迅速な情報提供と施設園芸に係

わる農業者、農業団体、行政・研究等の関係者への情報発信を継続的に行った。  

メールフォームシステムを継続利用し、イベント等の申込みについては FAX を



 

ほぼ全廃した。自動返信機能により、事務作業の負担を軽減。 

 

（５）ホームページでの情報公開サービス及び社内システムの充実等 

会員専用ページでは施設園芸ニュースレターのアーカイブ(過去 2年間)、および

総会資料等のアップを行い、会員が情報を取得できるようにした。協会内のセキ

ュリティアップおよび DX 化を推進するため、グーグル社が提供するビジネス向け

のクラウド型グループウェアパッケージ「GoogleWorkspace(グーグルワークスペ

ース)」を昨年 8 月から導入した。迷惑メール、フィッシングメールなどの受信が

ほぼ解消されるとともに、メールの送受信環境、および文書管理におけるセキュ

リティが格段にアップされた。同システムを活用して協会内のペーパーレス化を

進め、生産性向上を目指すとともにリモートワークにも柔軟に対応できる体制づ

くりを行った。 

 

11 協議会事業受託 

野菜流通カット協議会に係る事務について、協議会の事務局として、活動を支援。 

 

12 その他 

（１）協会会員の確保 

会員の確保を図るため、施設園芸に関わる資材別、地域別に有力な会員候補に

向けて、会員企業の協力のもと入会活動を推進した。 

 

          （以上） 


